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請願の審査

請願第６号  相次ぐ落下事故を踏まえ、住宅地と石油コンビナ 

ート上空を低空飛行させる危険な羽田空港新飛行

ルート案の撤回を求める意見書提出を求める請願 

  資 料  羽田空港の機能強化について 

参考資料１ 本市から国への要望関係資料 

参考資料２ 羽田空港のこれから（国土交通省 航空局）
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資料 

殿町 

20 便程度/時（当初案 24 便程度/時から削減） 

出典：「2020 年 3 月 29 日より新飛行経路の運用を開始し羽田空港において国際線を増便します」（別紙） 

（国土交通省） 

※川崎市が一部加筆 

２

出典：川崎市上空における南風時の新飛行経路（国土交通省） 

※川崎市が一部加筆 

図１ 南風時の新飛行経路（現行との比較） 

図２ 南風時の新飛行経路（Ｂ滑走路から川崎市側へ離陸） 

○平成２５年６月に閣議決定された日本再興戦略において、首都圏空港の機能強化が盛

り込まれ、これからの日本の成長を支え、経済・社会を維持・発展させていくため、

羽田空港をさらに世界に開き、諸外国との結びつきを深めていくことが必要であると

して、国において国際線増便の取組が進められている。

○国は、国際線を増便するため、様々な方策の検討を行った結果、平成２６年８月に、

国際線の需要が集中する時間帯に限って運用する新飛行経路の当初案を示して以降、

環境影響等に配慮した方策を踏まえ、現在の新飛行経路が示されている。（図１）

◯令和元年８月、国は、関係自治体からの意見・要望や、住民からの心配の声があるこ

とを踏まえ、それらをしっかりと受け止め、丁寧に対応することを前提として、令和

２年３月２９日から新飛行経路の運用を開始し、国際線を増便することを公表した。

羽田空港の機能強化について 
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２ 川崎石油コンビナート地域の飛行制限について 

３ 

（１）経緯 

○昭和４０年代に空港周辺で発生した航空機事故を契機として、昭和４１年から４５年

にかけて、川崎市長、川崎市議会から国に対して、川崎石油コンビナート地域の航空

安全の確保等に関する要望を行った。

○昭和４５年１１月、国は、羽田空港の位置、滑走路の方向等から、川崎石油コンビナ

ート地域上空の飛行を全面的に禁止することは航空機の航行の安全確保等の見地か

ら困難であるため、できる限り、当該地域上空の飛行を制限するとし、東京航空局長

から東京国際空港長あてに、川崎石油コンビナート地域上空の飛行制限について、通

知し、運用されている。

（２）飛行制限の内容 

・東京国際空港（羽田空港）に離着陸する航空機は、原則として、川崎石油コンビナート

地域上空を避け、適切な飛行コースをとらせること。

・東京国際空港（羽田空港）に離着陸する航空機以外の航空機は、川崎石油コンビナート

地域上空における飛行を避けさせるとともに、やむを得ず上空を飛行する必要のある

場合は、低高度（３０００フィート以下）の飛行は行わせないこと。

飛行制限区域 

出典：航空路誌 

※川崎市が一部加筆 

（３）本市のこれまでの対応 

○本市では、石油コンビナート地域上空の飛行に伴う安全確保について、平成２７年

１２月、平成２８年６月、平成３０年９月に、国に対し要望書を提出し、次の対応を

求めてきた。 

■石油コンビナート上空をこれまでよりも低高度で飛行することについて、具体的

な内容や落下物等の安全対策に対する考え方を早期に示すとともに、周辺地域を

含めた継続的な防災力確保・向上に取組むこと。 

○同様に、関係自治体や航空会社等の関係者間で協議を行う「首都圏空港機能強化の具

体化に向けた協議会」においても対応を求めてきた。 

◯また、それに加え、次の項目についても同じく対応を求めてきた。 

■試験飛行の早期実施

■地元住民への丁寧な説明等

■騒音影響の軽減対策

■住宅、学校、病院等の防音対策、地域への対応

■キングスカイフロントにおける研究開発機関等への対応

（４）本市の意見・要望に対する国の取組 

○石油コンビナート地域上空の飛行については、「第５回首都圏空港の機能強化の具

体化に向けた協議会」において、安全性の確保を前提として、飛行制限の見直しを

行っていくことが示された。

◯また、その他の要望事項について、試験飛行の実施を令和２年１月下旬以降に予定

していることや、騒音影響低減の取組として更なる低騒音機の導入促進、研究開発

機関等の建物への新飛行経路運用後の騒音調査などに取り組んでいくことが示さ

れた。

◯また、地元への丁寧な情報提供を行うため、これまで関係する１都２県（東京都、

神奈川県、埼玉県）の住民に対して、５回のフェーズにわたり説明会を実施するこ

とに加え、本市域では、新飛行経路案による影響を受ける大師地区町内会や企業等

への説明等を行いながら取組が進められている。

図３ 石油コンビナート地域の飛行制限区域 
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※上記のほか、新飛行経路に近い大師地区東部の町内会や臨海部企業、キングスカイフロント研究開発機

関等へ適宜情報提供を実施。 

（５）国による地元対応の経過 

■平成２６年度  

８月  第１回「首都圏空港機能強化の具体化に向けた協議会」開催

           ・将来的に国際線を増便するため、交通政策審議会の首都圏空港機能強化検討小委員

会がまとめた技術的な選択肢をもとに、国から南風時の 15:00～19:00 に、Ｂ滑走路を使

用して川崎側に離陸する経路を含めた新飛行経路案が示された。

９月  大師地区町内会連合会内に航空機対策協議会設置。

１２月  大師地区町内会連合会・航空機対策協議会から国・市に要望書提出。

■平成２７年度  航空機対策協議会において、国が直接説明する説明会を開催。（計５回）

１１月  大師地区町内会連合会・航空機対策協議会から国・市に要望書提出。

１２月  航空機対策協議会の要望を受け、市から国に要望書提出。

３月  航空機対策協議会員等に対する羽田空港現地見学会（羽田空港、城南島の視察）実施。

■平成２８年度 航空機対策協議会において、国が直接説明する説明会開催。（計４回）

５月  航空機対策協議会員等に対する浮島における現地視察会実施。 

６月  地元説明会等における意見を踏まえ、市から国に要望書提出。

７月  国が殿町小学校で説明会を開催。 

第 4回「首都圏空港機能強化の具体化に向けた協議会」開催。 

・長距離国際線の制限や運航本数の削減等、環境影響に配慮した方策が示された。 

■平成２９年度 航空機対策協議会において、国が直接説明する説明会開催。（計２回）

      ６月  羽田空港の機能強化に関する情報発信ブースの設置。（大師支所、約２週間） 

     １２月  国所有の飛行検査機による騒音体感の取組を実施。 

■平成３０年度 航空機対策協議会において、国が直接説明する説明会開催。（計１回）

      ６月  羽田空港の機能強化に関する情報発信ブースの設置。（大師支所、約1週間） 

      ８月  市から国に対し、騒音対策や安全対策等に関する文書照会を実施。 

      ９月  大師地区町内会連合会・航空機対策協議会から国に要望書提出。

航空機対策協議会の要望を受け、市から国に要望書提出。 

■令和元年度 航空機対策協議会において、国が直接説明する説明会開催。（計１回）

６月  羽田空港の機能強化に関する情報発信ブースの設置。（大師支所） 

     10 月  市から国に要望書提出。 

４ 

■今後について 

令和元年１２月    ・試験飛行について、国から地元へ説明

令和２年１月     ・飛行制限の見直しを含めた新飛行経路の周知（ＡＩＰ（航空路誌）改定）

２月１日～３月１１日 ・南風運用時の試験飛行を実施（騒音測定）

⇒実施結果について、国から地元及び関係自治体へ説明

    ３月２９日  ・新飛行経路運用開始（国際線の増便実施）

図４ 国の取組の流れ 

出典：「2020 年 3月 29 日より新飛行経路の運用を開始し羽田空港において国際線を増便します」（別紙） 

（国土交通省） 

※川崎市が一部加筆 

３ 羽田空港の機能強化のプロセスについて 

注）ＡＩＰ（航空路誌）：国が発行する出版物であり航空機の運航のために必要な永続的情報を収録するもの。 

フェーズ⑥説明会（11月～1月） 

 ※川崎生命科学・環境研究センター（1/23） 

大師支所（1/24）、殿町小学校（1/25） 



４ 新飛行経路の運用開始（国際線の増便）に向けた対応 
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（２） 国の対応について 

○国からは、本市の各要望に対し、以下のように適切に対応することの回答を受けた。

＜国からの回答の内容＞ 

①運用開始前の対応 

・試験飛行として、新飛行経路の実機飛行による確認を行い、殿町国際戦略拠点

等において騒音を測定し影響を確認の上、その結果を本市及び地元に対し情報

提供を行う。 

・Ｂ滑走路全般の運用が確定後速やかに示すが、離陸機においては、長距離国際

線の制限等により環境影響を軽減する。

②運用開始後の具体的・継続的な対応 

・騒音影響について、騒音測定等の適切な対応を図るとともに、今後も新技術の

導入等により騒音影響の軽減に努める。 

・川崎石油コンビナート地域の飛行制限の見直しについて、航空会社等への厳正

な審査・監査、航空機落下物防止対策の実施や安全監査体制の強化など、安全

運航に必要な措置について、責任を持って対応する。また、事故・災害時の対応

強化に繋がるよう、関係機関の更なる連携強化を図る。

・殿町国際戦略拠点について、建物の遮音性能を評価し影響が想定されないこと

は確認しているが、新飛行経路の運用後、改めて当該地域の騒音調査等を実施

するとともに、影響が発生した場合には、発生現場にて調査を行い、内容に応

じて専門家等の意見を踏まえつつ関係者で連携して対応する。 

③運用開始後の総括的対応 

・地元への丁寧な説明を継続し、地元住民等の意見等には誠意を持って対応する。

④将来的な対応 

・飛行ルート等の変更をしようとする場合は、事前に情報提供を行うとともに、

協議する。 

（１）本市の対応について 

○本市では、これまで石油コンビナート上空飛行をはじめとして、新飛行経路の運用

に係る必要な対応を国に対し求めてきた。 

○国は、それに関する取組を進めつつ、今年８月には、引き続き、地元の意見をしっ

かり受け止め、丁寧に対応することを前提として、来年３月２９日から新飛行経路

の運用を開始し、国際線を増便していくことが示された。 

○それらを踏まえ、本市としては、これまで要望してきた趣旨に基づき、騒音や安全

性等に係る生活環境への影響等に十分配慮するとともに、運用後の対応を含め、本

年１０月に、以下の事項について、改めて総括的な要望を行ったところである。 

＜令和元年１０月２８日付け要望書の内容＞ 

①運用開始前の対応 

・試験飛行の実施における騒音測定や地元への情報提供を行うこと。

・Ｂ滑走路全般の運用が確定次第、早期にその内容を示すこと。

②運用開始後の具体的・継続的な対応 

・騒音影響に関する情報提供や更なる軽減策の工夫や取組を図ること。

・川崎石油コンビナート地域の飛行制限の見直しについて、安全性の確保や事故・

災害時の更なる対応強化に関し、具体的な内容を示すとともに、責任を持って

その対応を行うこと。

・殿町国際戦略拠点キングスカイフロントにおいて研究開発への騒音等の影響が

生じないよう、十分に対応すること。

③運用開始後の総括的対応 

・継続的な地元説明や市民等の指摘への誠意を持った対応を行うこと。

④将来的な対応 

・今後も、本市域に騒音や安全性に影響を及ぼす内容の変更をしようとする場合

は、事前に本市に情報提供を行うとともに、協議すること。 

◯本市としては、羽田空港の機能強化について、その必要性を認識しているところである

が、騒音・安全対策、地元説明などの新飛行経路の運用に係る必要な対策について、国

に対応を求めてきた。

○このたびの本市要望に対して、運用後も含め、適切に対応していくことの国の回答を受

けており、この中で石油コンビナート地域の飛行制限の見直しについては、安全運航に

必要な措置について、国が責任を持って対応することが示された。

○そのため、本市としては、それらの必要な対策について、運用後も含め、引き続き国の

対応状況を十分確認していく。

５ 本市の見解 



参考資料１
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第５回首都圏空港機能強化の具体化に向けた協議会資料
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事 務 連 絡

令和元年９月２日

川崎市まちづく り局

交通政策室長殿

国土交通省航空局

航空ネットワーク部首都圏空港課

東京国際空港環境企画調整室長

東京国際空港の機能強化に伴う協議について

平素より、東京国際空港（ 羽田空港） の運用及び機能強化について、ご理解、ご協力

を賜り、誠にありがとうございます。

東京国際空港の運用については、「 平成２２年７月１４日付国空環第２９号、「 Ｄ滑走

路供用開始後の東京国際空港の運用について（ 要望）」 に対する回答について（ 以下、

「 要望回答」 という。）」 のとおり実施するとともに、今般の機能強化にあたっても、新

たな経路案や想定の騒音値等の情報提供など、当該文書に基づき進めてきたところです。

また、５巡に渡る住民説明会や様々 な情報提供を行ったうえで、令和元年７月３１日

に開催した「 羽田空港機能強化に係る国土交通省と県・ 政令２市連絡会議」、令和元年

８月７日に開催した「 第５回 首都圏空港機能強化の具体化に向けた協議会」等にて貴

市等からの御意見への回答のほか、関係自治体等からの様々 な御意見を踏まえ、頂いた

御意見・ 御要望をしっかり受け止め、丁寧に対応する旨を回答の上、令和２年３月２９

日から新飛行経路の運用を開始し国際線を増便することとし、同年８月８日に国土交通

省として公表いたしました。

このようなことから、コンビナート地域の飛行制限の見直しの考え方（ 素案） につい

ても、情報提供を行ったところです。

つきましては、これらの対応を踏まえ、要望回答の「 ８ について」 に基づき、東京

国際空港（ 羽田空港） の機能強化に伴う新たな飛行経路の運用について協議したく 、よ

ろしく お願いいたします。
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